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第４章  

資料編 
 

 

 

 

 

 

 

 

千代田区における住宅関連施策の概要・実績や、各種データをまとめています。 
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住宅関連施策一覧 

 

  分類 No. 事業 

1 住宅供給 

1 区営住宅・区立住宅 

2 区営高齢者住宅 

3 区民住宅 

4 借上型区民住宅 

5 高齢者向け優良賃貸住宅 

2 
住宅助成 

（家賃・住宅ローン等） 

1 居住安定支援家賃助成 

2 高齢者等民間賃貸住宅入居支援 

3 高齢者向け返済特例制度助成 

4 高齢者等安心居住支援家賃助成 

5 離職者緊急住宅手当事業 

6 次世代育成住宅助成 

3 耐震化 

1 建築物の耐震診断助成 

2 木造住宅耐震促進事業 

3 マンション等の耐震促進事業 

4 
福祉 

安全・安心 

1 高齢者福祉住環境整備事業 

2 家具転倒防止器具取り付け事業 

3 緊急通報システムの設置 

4 日常用具及び住宅設備改善費の支給 

5 建築物の福祉環境整備に関する指導・助言 

6 マンションの安全・安心整備助成事業 

7 マンション防災対策 

5 
衛生 

環境・温暖化対策 

1 住まいの環境衛生向上事業 

2 ヒートアイランド対策助成 

3 新エネルギー及び省エネルギー機器等導入助成 

6 民間住宅供給促進 

1 市街地再開発等により供給された住宅 

2 都心共同住宅供給事業 

3 建築物共同化住宅整備促進事業 

4 総合設計制度の活用 

5 住宅付置制度 

6 開発協力金制度 

7 ワンルームマンション等建築物に関する指導 

8 住宅転用助成事業 

9 住宅資金融資あっせん等利子補給 

7 マンション管理組合支援 

1 マンション計画修繕調査費助成制度 

2 マンション修繕工事の債務保証料助成制度 

3 マンション建替え等検討調査費助成制度 

4 再開発・共同建築等推進組織助成制度 

5 まちづくりアドバイザー派遣制度 
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 １ 住宅供給  

 

１－１ 区営住宅・区立住宅 

 区営住宅は、区が住宅に困窮する低所得者に対して民間賃貸住宅よりも低廉な家賃で賃貸

する住宅です。 

 区では、人口減少に歯止めをかける目的で、昭和 40 年代に区独自の施策として区立住宅を

供給しました。その後、地方自治法の改正を受けて千代田区においても公営住宅の建設が可

能となり、昭和 55 年以降は区営住宅を供給するとともに、都営住宅の区移管や昭和 40 年代

に建設した区立住宅の建替えを進め、居住環境の向上を図ってきました。 

 なお、区では公共住宅ストックを適切に維持・管理していくために「千代田区公営住宅等

長寿命化計画」（平成 24 年 3 月）を策定し、公営住宅等の住宅ストックの長寿命化やライフ

サイクルコストの縮減を図っています。 

 

区立住宅 

  施設名 竣工 単身用 世帯用 所在地 

1 区立外神田住宅 昭和 46 年 3 月   60 戸 千代田区外神田３－４－１ 

2 区立神保町仮住宅 平成 6 年 5 月   23 戸 千代田区西神田２－３－１５ 

  0 戸 83 戸 合計 83 戸 

 

区営住宅 

  施設名 竣工 単身用 世帯用 所在地 

1 区営九段住宅 昭和 55 年 8 月   12 戸 千代田区九段南１－５－１２ 

2 区営四番町住宅 昭和 55 年 11 月   16 戸 千代田区四番町１１ 

3 区営一番町住宅 昭和 57 年 9 月   13 戸 千代田区一番町１０ 

4 区営内神田住宅 昭和 58 年 4 月   81 戸 千代田区内神田１－１－３ 

5 区営四番町アパート 昭和 61 年 4 月   38 戸 千代田区四番町１ 

6 区営神保町住宅 平成 8 年 3 月   4 戸 千代田区神田神保町２－１０ 

7 区営神保町第二住宅 平成 9 年 3 月   17 戸 千代田区神田神保町２－４０ 

8 区営富士見住宅 平成 11 年 9 月 3 戸 5 戸 千代田区富士見１－１１－８ 

9 区営西神田住宅 平成 11 年 10 月 9 戸 21 戸 千代田区西神田２－６－１ 

10 区営水道橋住宅 平成 14 年 5 月 20 戸 23 戸 千代田区三崎町２－２２－１２ 

11 区営淡路町住宅 平成 16 年 1 月   5 戸 千代田区神田淡路町２－９－９ 

  32 戸 235 戸 合計 267 戸 
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１－２ 区営高齢者住宅 

入居対象を高齢者に限定した区営高齢者住宅には生活協力員がおり、入居者の安否確認や

相談活動などを行うことを通じて、心身の自立と地域社会で孤立せずに生活できる社会的自

立を支援します。また、バリアフリーや緊急通報システムなど高齢者向けの仕様・設備を備

えています。 

 

区営高齢者住宅 

  施設名 竣工 単身用 世帯用 所在地 

1 いきいきプラザ一番町 平成 7 年 3 月 13 戸 2 戸 千代田区一番町１２ 

2 神保町高齢者住宅 平成 9 年 3 月 13 戸 3 戸 千代田区神田神保町２－４０ 

3 富士見高齢者住宅 平成 11 年 9 月 18 戸 3 戸 千代田区富士見１－１１－８ 

4 淡路町高齢者住宅 平成 16 年 1 月 18 戸 3 戸 千代田区神田淡路町２－９－９ 

  62 戸 11 戸 合計 73 戸 

 

 

１－３ 区民住宅 

 区民住宅は、区が主に中堅所得層のファミリー世帯などに対して所得に応じた家賃負担で

賃貸する住宅です。区の人口が最も落ち込んだ平成 10 年前後に、区の直接供給により 3 団地

226 戸が整備されました。 

 

区民住宅 

  施設名 竣工 単身用 世帯用 所在地 

1 九段さくら館 平成 7 年 7 月 8 戸 37 戸 千代田区九段南２－９－８ 

2 番町さくら館 平成 8 年 3 月   28 戸 千代田区一番町１２ 

3 西神田区民住宅 平成 11 年 10 月 27 戸 126 戸 千代田区西神田２－６－１ 

  35 戸 191 戸 合計 226 戸 
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１－４ 借上型区民住宅 

 借上型区民住宅は、主に民間事業者が建設した住宅を財団法人まちみらい千代田が 20 年間

借り上げ、中堅所得層のファミリー世帯などに対して所得に応じた家賃負担で居住できる住

宅として提供するものです。区の人口が最も落ち込んだ平成 10 年前後より、合計 152 戸を提

供してきました。 

 

借上型区民住宅 

  施設名 竣工 単身用 世帯用 所在地 

1 クリダイマンション 平成 8 年 6 月   14 戸 千代田区神田佐久間町３－３７ 

2 グリーンハイツ富士見 平成 8 年 9 月   23 戸 千代田区富士見１－２－１９ 

3 プルミエール一番町 平成 9 年 2 月   15 戸 千代田区一番町４ 

4 センチュリーハウス２１ 平成 9 年 2 月   14 戸 千代田区神田司町２－５ 

5 鈴重東神田コート 平成 9 年 4 月   16 戸 千代田区東神田１－５－４ 

6 神田ハイム 平成 9 年 5 月   11 戸 千代田区外神田６－６－６ 

7 テルセーロ三鈴 平成 10 年 5 月   14 戸 千代田区岩本町１－１２－７ 

8 パリセイド東神田 平成 10 年 8 月   16 戸 千代田区東神田３－２－１ 

9 コンフォートタカシマ 平成 11 年 5 月   12 戸 千代田区岩本町１－２－１６ 

10 ＳＨフラット 平成 12 年 8 月   17 戸 千代田区神田和泉町１ 

  0 戸 152 戸 合計 152 戸 
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１－５ 高齢者向け優良賃貸住宅 

高齢者向け優良賃貸住宅は、バリアフリーや緊急時対応サービスなど、高齢者が安心して

居住できる仕様・設備を備えた民間賃貸住宅です。都道府県知事の認定を受けた高齢者向け

優良賃貸住宅には、整備費用の補助や家賃減額に対する補助など、各種の助成が行われます。 

 

※ 家賃減額補助は最大月額 4 万円（平成 25 年 3 月末現在） 

※ 平成 23 年 10 月 20 日に「高齢者の居住の安定確保に関する法律」の改正法が施行され

たことにより、高齢者向け優良賃貸住宅の制度は廃止となり、高齢者向け住宅の制度は「サ

ービス付き高齢者向け住宅」に一本化されました。ただし、旧法に基づき認定された千代

田区内の住宅は、引き続き高齢者向け優良賃貸住宅として提供されています。 

 

高齢者向け優良賃貸住宅 

  施設名 開設 戸数 所在地 

1 新内こもれび千代田 平成 17 年 4 月 15 戸 千代田区西神田２－３－３ 

2 こもれび神田神保町 平成 20 年 6 月 11 戸 千代田区神田神保町２－３２ 

3 木村末廣苑 こもれび外神田 平成 23 年 5 月 20 戸 千代田区外神田３－１６－２ 

4 こもれび東神田 平成 23 年 5 月 17 戸 千代田区東神田１－３－４ 

5 こもれび神田明神下 平成 24 年 3 月 5 戸 千代田区外神田２－８－１０ 

6 こもれび神田紺屋町 平成 25 年 4 月 28 戸 千代田区神田紺屋町４１ 

7 (仮称)千代田区岩本町二丁目計画 (予定)平成25年9月 18 戸 千代田区岩本町２ 

8 (仮称)こもれび千桜 (予定)平成 28 年春 30 戸 千代田区神田東松下町 

  144 戸※   

※うち供給予定 48 戸（平成 25 年 3 月末現在）     
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 ２ 住宅助成  

 

２－１ 居住安定支援家賃助成 

居住安定支援家賃助成は、高齢者・障害者・ひとり親世帯が、居住する住宅の取り壊し等

により転居を余儀なくされた場合や、やむを得ない事由により世帯の所得が著しく減少した

場合、または安全上・衛生上劣悪な状態の住宅に居住している場合に、家賃等の一部を助成

することで、円滑な転居や区内における継続居住を支援する制度です。 

 最大月額 5 万円・最長 5 年間の家賃助成とともに、転居一時金助成・契約更新助成・火災

保険料助成を実施しています。 

助成内容（助成上限額など） 実績 

家賃助成：5 万円 

転居一時金助成：家賃 3 か月分程度 

契約更新助成：家賃基準額 1 か月分 

火災保険料助成：7,500 円 

※助成期間は最長 5 年間 

事業開始（平成 18 年度）～平成 23 年度 

助成世帯数：26 世帯 

総助成額：57,904 千円 

 

 

２－２ 高齢者等民間賃貸住宅入居支援 

高齢者等民間賃貸住宅入居支援は、区内に居住する高齢者・障害者・ひとり親世帯が区内

での転居をする際に、保証会社利用料への助成等を行うことにより、保証人が見つからない

ため契約が困難となっている方の民間賃貸住宅入居及び区内での継続居住を支援する制度で

す。この制度では、公益財団法人東京都防災・建築まちづくりセンターが実施する「あんし

ん居住制度」の「見守りサービス」の利用に要した経費に対する助成も実施しています。 

 

※助成対象は、区と家賃等債務保証制度の実施に関する協定を締結した民間保証会社に限り 

ます。 

助成内容（助成上限額など） 実績 

家賃等債務保証制度保証料助成：5 万円 

あんしん居住制度利用料助成：必要経費の 50% 

事業開始（平成 16 年度）～平成 23 年度 

助成世帯数：4 世帯 

総助成額：194 千円 
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２－３ 高齢者向け返済特例制度助成 

高齢者向け返済特例制度助成は、高齢者（60 歳以上）の方が、現に居住している住宅に引

き続き居住する前提で、近隣との共同建替え等を行う場合や、バリアフリー工事・耐震工事

を実施する際に住宅金融支援機構の「高齢者向け返済特例制度」を利用する場合に、区が簡

易不動産鑑定料及び債務保証料の一部を助成するものです。 

助成内容（助成上限額など） 実績 

簡易不動産鑑定費用助成：10 万円 

債務保証費用助成：15 万円 

事業開始（平成 16 年度）～平成 23 年度 

助成世帯数：2 世帯 

総助成額：407 千円 

 

 

２－４ 高齢者等安心居住支援家賃助成 

高齢者等安心居住支援家賃助成は、区内の持ち家に居住する要介護高齢者世帯等で、その

居住する住宅のバリアフリー改修が困難等の理由により日常生活に支障が生じ、緊急に代替

となる住宅の確保が必要と認められる場合に、民間賃貸住宅の家賃等の一部を助成する制度

です。 

助成内容（助成上限額など） 実績 

家賃助成：5 万円 

※助成期間は最長 2 年間 

事業開始（平成 17 年度）～平成 23 年度 

助成世帯数：6 世帯 

総助成額：7,200 千円 

 

 

２－５ 離職者緊急住宅手当事業 

 離職者緊急住宅手当事業は、離職により住宅を失った方又は失う恐れのある方で、就労能

力と就労意欲があり、ハローワークへ求職申込みを行う方を対象として、6 か月間を限度に住

宅手当を支給する事業です。住宅手当の支給と併せて就労支援を実施し、住宅及び就労機会

の確保に向けた支援を行います。 

助成内容（助成上限額など） 実績 

住宅手当：月額 69,800 円（上限額） 

※助成期間は最長 6 か月間 

事業開始（平成 21 年度）～平成 23 年度 

助成世帯数：29 世帯 

総助成額：10,491 千円 
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２－６ 次世代育成住宅助成 

 次世代育成住宅助成は、親世帯との近居のために住み替える新婚世帯・子育て世帯や、子

どもの誕生・成長等に伴いより広い住宅に居住するために区内転居する子育て世帯などを対

象に、家賃や住宅ローンの一部を助成する事業です。 

この事業は、平成 14～18 年度に実施した子育てファミリー世帯等親元近居助成の後継事業

であり、区内の世帯構成バランスの改善・地域コミュニティの活性化を図りながら、定住性

の向上を目指すことを目的としています。 

 

助成内容（助成上限額など） 実績 

下表のとおり 

事業開始（平成 19 年度）～平成 23 年度 

助成世帯数：289 世帯 

総助成額：209,033 千円 

 

次世代育成住宅助成 助成額表（平成 25 年 3 月末現在） 

親元近居 区内転居 １年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目 ６年目 ７年目 ８年目

6～ 8～ 8.0 7.2 6.4 5.6 4.8 4.0 3.2 2.4 499.2

5 7 7.0 6.3 5.6 4.9 4.2 3.5 2.8 2.1 436.8

4 6 6.0 5.4 4.8 4.2 3.6 3.0 2.4 1.8 374.4

3 5 5.0 4.5 4.0 3.5 3.0 2.5 2.0 1.5 312.0

2 4 4.0 3.6 3.2 2.8 2.4 2.0 1.6 1.2 249.6

3 3.0 2.7 2.4 2.1 1.8 1.5 1.2 0.9 187.2

2 2.0 1.8 1.6 1.4 1.2 1.0 0.8 0.6 124.8

世帯人数（人） 助成額（月額／万円） 合計
（万円）
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 ３ 耐震化  

 

３－１ 建築物の耐震診断助成 

事務所等の民間建築物の耐震診断を行う場合に、診断に要する費用の一部を助成します。

平成 7 年度の事業開始当初の助成額は診断費用の 10 分の 2（限度額 50 万円）でしたが、平

成 20 年度・平成 23 年度に助成内容を拡充しました。 

助成内容（助成上限額など） 実績 

①耐震診断に要した費用の 2 分の 1（限度額 200 万円） 

②緊急輸送道路に面した建物の場合、耐震診断に要した 

費用の 5 分の 4（限度額 400 万円） 

[参考] 平成 16 年度～平成 23 年度 

助成世帯数：74 棟 

総助成額：121,352 千円 

※事業開始は平成 7 年度 

 

 

３－２ 木造住宅耐震促進事業 

高齢者や障害者等の方がお住まいの木造住宅の耐震診断や耐震改修を行う際に、その費用

を助成します。平成 24～27 年度は、高齢者等がお住まいでなくても助成対象となります。 

助成内容（助成上限額など） 実績 

耐震診断助成：限度額 10 万円 

耐震改修助成：限度額 100 万円 

耐震シェルター等設置費用助成：限度額 50 万円 

事業開始（平成 16 年度）～平成 23 年度 

耐震診断助成棟数：220 棟 

耐震改修助成棟数：83 棟 

合計助成額：104,034 千円 
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３－３ マンション等の耐震促進事業 

マンションの耐震診断や耐震改修等に要する費用を助成します。震災時における建築物の

安全性の向上を図り、安心して生活できる災害に強いまちづくりを目指しています。 

助成内容（助成上限額など） 実績 

別表のとおり 

事業開始（平成 18 年度）～平成 23 年度 

耐震診断助成棟数：33 棟 

耐震改修助成棟数：3 棟（設計 2 棟、改修 1 棟） 

合計助成額：87,631 千円 

 

マンション等の耐震促進事業 助成内容（助成上限額など・平成 25 年 3 月末現在） 

耐震診断助成 

分譲マンション：補助率 75～100%（限度額 300～400 万円） 

緊急輸送道路沿道の場合は補助率 80～100%（限度額 400～500 万円） 

賃貸マンション：補助率 75%（限度額 300 万円） 

緊急輸送道路沿道の場合は 80%（限度額 400 万円） 

※分譲マンションは住民登録率により補助率・限度額が変わります。 

補強設計助成 

緊急輸送道路沿道のマンション：補強設計に要した費用（限度額 750 万円） 

緊急輸送道路沿道以外のマンション：補強設計に要した費用×3 分の 2（限度額 500 万円） 

※補強設計に要した費用は 1,500 円／㎡を限度とします。 

耐震改修助成 

緊急輸送道路沿道のマンション：耐震改修工事に要した費用×3 分の 2（限度額 2 億 3,650 万円） 

緊急輸送道路沿道以外のマンション：耐震改修工事に要した費用×23%（限度額 1 億 879 万円） 

耐震改修促進法の認定が得られないマンション：耐震改修工事に要した費用×23%×3 分の 2 

（限度額 7,252 万円） 

※耐震改修促進法の認定が得られないマンションは、区長が特に認めた場合に助成対象とします。 

※耐震改修工事に要した費用は 47,300 円／㎡を限度とします。 

※耐震改修助成は、原則として建築物の耐震改修の促進に関する法律に基づく認定を受けた計画で

あることが助成の要件です。 

マンションアド

バイザー派遣 

耐震工事の必要性のアドバイス（原則 1 回派遣） 

改修工事が必要なときの工事方法・資金計画のアドバイス：原則 5 回派遣 
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 ４ 福祉、安全・安心  

 

４－１ 高齢者福祉住環境整備事業 

 高齢者が住み慣れた自宅で自立して安全に暮らせるよう、住まいに関する相談やアドバイ

スを行います。また、介護予防や自立支援の視点から改修工事等が必要な場合は、工事費用

の一部給付を行います。 

助成内容（助成限度額など） 実績 

下表のとおり 

[参考] 平成 23 年度 

下表のとおり 

 

予防給付 

区分 限度額 平成 23 年度件数 

手すりの取付け 

200,000 円 

25 件 

床段差の解消 3 件 

床材の変更 0 件 

扉の変更 1 件 

洋式便器への取り替え 2 件 

入浴用福祉用具購入 2 件 

計 33 件 

 

設備給付 

区分 限度額 平成 23 年度件数 

浴槽取り替え 379,000 円 12 件 

流し・洗面台取り替え 156,000 円 1 件 

洋式便器への取り替え 106,000 円 5 件 

階段昇降機設置 1,000,000 円 7 件 

ホームエレベーター設置 700,000 円 0 件 

卓上用ＩＨクッキングヒーター購入 20,000 円 2 件 

計 27 件 

 



 

 87 

 
 

 
 

第 

４ 

章 

 

４－２ 家具転倒防止器具取り付け事業 

 高齢者世帯等に対して家具転倒防止器具の取り付けを行うことにより、地震などに伴う二

次災害・事故の防止を図ります。 

内容 実績 

器具取り付け費用：一世帯につき 3 組まで無料 

事業開始（平成 8 年度）～平成 23 年度 

総助成世帯数：1,533 世帯 

 

 

４－３ 緊急通報システムの設置 

緊急通報システムは、機器本体の緊急ボタンを押すだけで利用者の緊急事態を消防署や警

備会社等に自動通報し、①119 番通報・②自宅への安否確認・③予め登録した緊急連絡先へ

の電話連絡を行うものです。夜間・休日に関係なく 24 時間対応し、緊急時には出動員が自宅

に急行します。 

高齢者や障害者の自宅への緊急通報システム設置を進め、日常安否確認や緊急時の迅速な

対応により生活の安全確保を図っています。また、区営高齢者住宅や高齢者向け優良賃貸住

宅にも緊急通報システムが設置されています。 

 

 

４－４ 日常用具及び住宅設備改善費の支給 

 在宅の心身障害者の日常生活を容易にするための用具の購入費や、住宅設備改善工事費に

対して助成します。 

助成内容（助成上限額など） 実績 

【助成内容例】 

①居宅生活動作補助用具：200,000 円 

②中規模改修：641,000 円 

③屋内移動設備：本体 979,000 円 

設置費 353,000 円 

④階段昇降機：直線階段 700,000 円 

       曲線階段 1,483,000 円 など 

[参考] 平成 16 年度～平成 23 年度 

助成件数：13 件 

※事業開始は昭和 44 年度 
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４－５ 建築物の福祉環境整備に関する指導・助言 

 高齢者・障害者等の円滑な移動及び建築物等の施設の円滑な利用を総合的に推進するため

に、以下の条例・要綱に基づく指導・助言を行います。 

【東京都福祉のまちづくり条例】 

学校・医療施設や共同住宅（延べ面積 2,000 ㎡以上）等の特定都市施設について、「東京

都福祉のまちづくり条例」に基づき、施設整備基準に適合する建築物とするよう指導及び

助言を行っています。 

 

【千代田区福祉のまちづくりに係る共同住宅整備要綱】 

延べ面瀬 2,000 ㎡未満の共同住宅について、「千代田区福祉のまちづくりに係る共同住宅

整備要綱」に定める整備基準に適合する建築物とするよう指導及び助言を行っています。 

実績 

東京都福祉のまちづくり条例 

平成 7～23 年度 

千代田区福祉のまちづくりに係る共同住宅整備要綱 

平成 3～23 年度 

共同住宅にかかる届出件数：64 件 

（うち適合件数：50 件） 

共同住宅にかかる届出件数：499 件 

（うち適合件数：219 件） 

 

 

４－６ マンションの安全・安心整備助成事業 

マンションの安全・安心整備助成事業は、震災時における高齢者等の移動手段の安全性を

確保するため、マンション管理組合等が、共用階段や階段からの避難経路上の「手すり設置」

や「段差解消」に関する工事を行う場合や、「地震時管制運転装置」・「戸開走行保護装置」が

設置されていないエレベーターに装置を設置する場合に、その費用の一部を助成するもので

す。 

助成内容（助成上限額など） 実績 

階段手すり設置工事等：工事費の 3 分の 1（限度額 100 万円） 

地震時管制運転装置・戸開走行保護装置：工事費の 3 分の 1 

（限度額 30 万円） 

※専門業者による工事に限ります 

※戸開走行保護装置は平成 22 年度より助成対象化 

事業開始（平成 18 年度）～平成 23 年度 

階段手すり設置工事等：15 件 

地震管制運転装置：13 件 

戸開走行保護装置：0 件 
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４－７ マンション防災対策 

マンションにおける防災力の向上と、居住者と地域との連携強化を図るため、エレベータ

ーの閉じ込め対策の実施や防災訓練への参加促進などを実施します。 

 

①マンション防災訓練 

マンション居住者が参加する防災訓練をマンションごとに実施しています。 

②エレベーター非常用備蓄キャビネット 

 震災時におけるエレベーター閉じ込めへの対策として、飲料水やトイレシート・懐中電灯などの物資を

収めた備蓄キャビネットを配布しています。 

③ＡＥＤ貸与 

 誰もが使用できるようオートロックの手前に設置する等の条件を満たしたマンションに対し、地域配備

の一環としてＡＥＤの貸与を実施しています。 

④マンション防災アドバイザー派遣（平成 24 年度から実施） 

 マンション（分譲・賃貸）にて居住者向けの防災マニュアルを作成する場合、防災アドバイザーを派遣

し、助言・支援を行います。 

⑤備蓄物資購入費用助成 

 災害時に必要となる物資の備蓄及び機材を確保するための補助金を交付しています。 

 ※防災マニュアルを作成すると補助率が上がります。 

助成内容（助成上限額など） 実績 

【備蓄物資購入費用助成】 

・分譲マンション 

補助率 1/4～3/4 （限度額 15 万円） 

※限度額は平成 26 年度以降 10 万円 

・賃貸マンション 

補助率 1/4～2/3 （限度額 10 万円） 

防災訓練：11 件 

（平成 18 年度～平成 23 年度） 

エレベーター非常用備蓄キャビネット：77 台 

（平成 20 年度～平成 23 年度） 

ＡＥＤ貸与：33 台 

（平成 20 年度～平成 23 年度） 

備蓄物資購入費用助成：14 件 

（平成 21 年度～平成 23 年度） 
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 ５ 衛生、環境・温暖化対策  

 

５－１ 住まいの環境衛生向上事業 

 住まいに起因する健康被害の予防・対策として、「住まいの環境相談及び調査」や「住宅等

建築物の図面審査の際の衛生的視点に基づく指導」などを行います。 

助成内容（助成上限額など） 実績 

 

事業開始（平成 16 年度）～平成 23 年度 

環境調査数：298 件  相談数：2,980 件 

図面審査数：375 件 

 

 

５－２ ヒートアイランド対策助成 

ヒートアイランド対策助成は、都市部のヒートアイランド現象緩和につながる屋上緑化や

壁面緑化などを実施した区民・事業者に対して助成金を交付する事業です。 

助成内容（助成上限額など） 実績 

①屋上緑化 

固定基盤 助成単価：3 万円／㎡（限度額 200 万円） 

プランター 助成単価：15,000 円／基（限度額 50 万円） 

②壁面緑化 

助成単価：5,000 円／㎡（限度額 50 万円） 

③敷地内緑化 

助成単価：3 万円／㎡（限度額 200 万円） 

④高反射率塗装等 

助成単価：4,500 円／㎡（限度額 30 万円） 

[参考] 平成 16 年度～平成 23 年度 

助成世帯数：63 世帯 

助成額：6,829 千円 

※住宅関連のみの世帯数・助成額 

※事業開始は平成 14 年度 

 

 

５－３ 新エネルギー及び省エネルギー機器等導入助成 

 新エネルギー及び省エネルギー機器等導入助成は、地球温暖化対策を推進するとともに環

境保全の意識啓発を図るため、区民や事業者を対象に新エネルギー及び省エネルギー機器等

を導入する際の費用の一部を助成する事業です。 

助成内容（助成上限額など） 実績 

①太陽光発電システム 

家庭用：10 万円／kw（上限額 40 万円） 

業務用：10 万円／kw（上限額 100 万円） 

②外壁・窓等の断熱対策 

新築建物：基準を超える断熱対策にかかる費用（差額）の

20%（上限額 100 万円） 

既築建物：断熱改修にかかる費用の 20%（上限額 100 万円） 

※上記以外にも対象機器あり 

事業開始(平成 21 年度)～平成 23 年度 

助成世帯数：230 世帯 

助成額：20,786 千円 

※住宅関連のみの世帯数・助成額 
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 ６ 民間住宅供給促進  

 

６－１ 市街地再開発などにより供給された住宅 

 市街地再開発事業など、土地の合理的かつ健全な高度利用と都市機能の更新を図る大規模

開発事業において、民間事業者により相当数の良質な住宅が供給されてきました。 

 

市街地再開発などにより供給された住宅 

  地区 竣工 供給戸数 

1 飯田橋四丁目 昭和 58 年度 150 戸 

2 麹町四丁目 平成 4 年度 53 戸 

3 西神田三丁目北部東 平成 10 年度 52 戸 

4 神保町一丁目南部 平成 15 年度 302 戸 

5 西神田三丁目北部西 平成 16 年度 189 戸 

6 富士見二丁目北部 平成 20 年度 414 戸 

7 平河町二丁目東部南 平成 21 年度 122 戸 

8 神田淡路町二丁目南部 平成 24 年度 333 戸 

9 飯田橋駅西口 （予定）平成 25 年度 505 戸 

合計 2,120 戸 

※平成 24 年 12 月末現在、供給済み 1,282 戸・供給予定 838 戸 
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６－２ 都心共同住宅供給事業 

都心共同住宅供給事業は、東京都の事業認定を受け、地区面積 500 ㎡以上・敷地面積 300

㎡以上の土地に規定以上の空地と住宅等をもつ良質な中高層の建築物を整備する事業です。

このように一定のオープンスペースと住宅をもった建築物を建築する場合に、その事業費の

一部を補助することにより、市街地環境の整備・改善と併せて、良好な住宅の供給促進を図

っています。 

助成内容（助成上限額など） 実績 

【助成対象経費】 

①設計・工事監理や資金計画の作成に要する費用 

②既存建築物の除却や土地整備に要する費用 

③空地や廊下・階段等の共同施設の整備に要する費用

【助成額】 

助成対象経費の 3 分の 2 以内 

事業開始（平成 9 年度）～平成 23 年度 

住宅供給：7 棟 537 戸 

下表のとおり 

 

 

都心共同住宅供給事業 

  地区 竣工 供給戸数 

1 千代田区麹町 5 ほか 平成 11 年度 101 戸 

2 千代田区九段北 2 ほか 平成 11 年度 57 戸 

3 千代田区三番町 平成 14 年度 68 戸 

4 千代田区五番町 平成 15 年度 64 戸 

5 千代田区神田須田町 2 ほか 平成 16 年度 63 戸 

6 千代田区神田練塀町 平成 18 年度 108 戸 

7 千代田区神田佐久間町 4 ほか 平成 18 年度 76 戸 

合計 537 戸 
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６－３ 建築物共同化住宅整備促進事業（ミニ優良） 

 建築物共同化住宅整備促進事業は、都心共同住宅供給事業に該当しない比較的小規模な敷

地において、空地と住宅をもった建築物を建築する場合に、その事業費の一部を助成するも

のです。これにより、市街地環境の整備や良好な住宅の供給を図っています。 

助成内容（助成上限額など） 実績 

認定住宅 1 戸あたり 300 万円 

（単身者向け住宅は 1 戸あたり 150 万円） 

事業開始（平成 4 年度）～平成 23 年度 

住宅供給：10 棟 112 戸 

下表のとおり 

 

 

建築物共同化住宅整備促進事業（ミニ優良） 

  地区 竣工 供給戸数 

1 千代田区外神田 4 平成 6 年度 8 戸 

2 千代田区神田小川町 2 平成 6 年度 2 戸 

3 千代田区外神田 5 平成 7 年度 8 戸 

4 千代田区外神田 6 平成 12 年度 13 戸 

5 千代田区神田東松下町 平成 14 年度 11 戸 

6 千代田区神田東松下町 平成 16 年度 17 戸 

7 千代田区神田司町 2 平成 16 年度 11 戸 

8 千代田区西神田 2 平成 18 年度 8 戸 

9 千代田区九段南 2 平成 21 年度 18 戸 

10 千代田区神田東松下町 平成 23 年度 16 戸 

合計 112 戸 
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６－４ 総合設計制度の活用 

総合設計制度とは、一定規模以上の敷地面積を有し、一定割合以上の実効性ある空地を確

保している建築計画について、建築基準法上の容積率制限・道路斜線制限・隣地斜線制限等

の形態制限の緩和を認めるものです。これにより、土地の高度利用や敷地の共同化等を図る

とともに、公共的な空地や空間を確保することで、市街地環境の整備・改善を図っています。 

千代田区では、延べ面積が 1 万㎡以下の建築計画を対象として「千代田区総合設計許可要

綱」を定めています。 

 

※ 延べ面積が１万㎡超の建築計画には「東京都総合設計許可要綱」が適用され、東京都が許

可を行います。 

実績 

事業開始（平成元年度）～平成 23 年度 

許可件数：26 件 

許可における 50 ㎡以上の住戸数：693 戸 

 

 

６－５ 住宅付置制度 

住宅付置制度は、定住人口確保のための良質な住宅の供給と良好な住環境の整備を図るた

め、千代田区内で一定規模以上の敷地で建築物を建設する場合や、一定規模以上の建物を建

設する場合に、その規模に応じて住宅を建設するよう定めた制度です。 

 

【対象開発事業】（以下のいずれか） 

敷地面積が 500 ㎡以上の建築物 又は 延べ面積が 3,000 ㎡以上の建築物 

 

【住宅の付置面積】 

住居地域：敷地面積の 100%以上 

商業地域：敷地面積の 50%以上 

千代田区街づくり方針Ｄ地域(大手町・丸の内・有楽町など)：敷地面積の 25%以上 

 

【住宅の面積】 

一戸あたり 50 ㎡以上 

実績 

事業開始（平成 4 年度）～平成 23 年度 

住宅付置件数：213 件（履行完了） 

住宅付置戸数：4,950 戸 
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６－６ 開発協力金制度 

 開発協力金制度は、開発事業者が住宅を付置できない場合に、住宅の付置に代えて協力金

の拠出を求めることができる制度です。これにより、良質な住宅の供給や良好な住環境の整

備、区民等の定住の推進を図っています。 

 

【対象】（以下のいずれか） 

敷地面積が 500 ㎡以上の建築物 又は 延べ面積が 3,000 ㎡以上の建築物 

 

【協力金の金額】 

付置すべき住宅の建設費（付置面積×1 ㎡あたり 20 万円）に相当する金額 

 

【開発協力金の使途】（開発協力金制度要綱第 5 条） 

① 区民及び区内在勤者向けの区民住宅等の建設  

② 優良民間住宅の区民住宅としての借り上げ  

③ ①・②に関連する環境整備等に要する事業  

④ 区民住宅等を建設するための土地の購入  

⑤ 民間住宅の共同化事業への補助  

⑥ 区長が特に必要と認める区民等の定住促進事業 

実績 

事業開始（平成 4 年度）～平成 23 年度 

開発協力金受入件数：69 事案 

開発協力金受入額：9,445,966 千円 

 

開発協力金の使途（平成 12 年度～平成 23 年度） 

借上型区民住宅の管理運営 1,312,042 千円 

子育てファミリー世帯等親元近居助成 455,842 千円 

次世代育成住宅助成 209,033 千円 

都心共同住宅整備促進事業助成 105,330 千円 

建築物共同化住宅整備促進事業助成 58,025 千円 

マンション等の耐震診断助成 28,600 千円 

マンション等の耐震改修助成 302 千円 

マンション等の管理アドバイザー派遣 117 千円 

合計 2,169,291 千円 
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６－７ ワンルームマンション等建築物に関する指導 

 ワンルームマンションの建築に伴う紛争を未然に防ぐため、千代田区では「千代田区ワン

ルームマンション等建築物に関する指導要綱」に従って事前協議を行い、良好な近隣関係及

び地域の健全な生活環境の保持・向上を図ります。 

 

【対象】（以下のどちらにも該当するもの） 

・専用面積 30 ㎡以下の住戸が 10 戸以上の建築物 

・階数が地下を含めて 4 階以上の建築物 

 

【設計上の留意事項】 

・1 住戸の専用面積：25 ㎡以上 

・ファミリー向け住戸：総戸数 20 以上の場合、ファミリー向け住戸（専用面積 40 ㎡以上）の専用面

積の合計が、全住戸の専用面積の合計の 3 分の 1 以上 

・その他、地域の環境や建物の管理についての留意事項あり 

実績 

事業開始（昭和 62 年度）～平成 23 年度 

届出件数：220 件 

届出済戸数：8,851 戸（うち、30 ㎡以下戸数：6,953 戸） 

 

 

６－８ 住宅転用助成事業 

 ファミリー向け住宅の供給促進のため、事務所など住宅以外の用途として建築された建物

を住宅に用途転用する場合に改造工事費の一部を助成します。 

 主に区内居住者が自己所有の事務所を住宅転用して子ども世帯を呼び寄せる場合や耐震改

修する場合に利用されています。 

助成内容（助成上限額など） 実績 

【持ち家】 

転用工事費の 15%以内（限度額 150 万円） 

耐震補強工事費の 15%以内（限度額 75 万円） 

【賃貸住宅】 

転用工事費の 10%以内 

耐震補強工事費の 15%以内（限度額 50 万円） 

事業開始（平成 9 年度）～平成 23 年度 

住宅転用助成：21 件 
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６－９ 住宅資金融資あっせん等利子補給 

「住宅資金融資あっせん制度」及び「民賃住宅利子補給制度」では、区内での住宅建築や

増築などをする区民・土地所有者・事業者等に対して、融資あっせんや利子補給を行い、住

宅の供給誘導や居住水準の向上、定住促進を図ります。 

 なお、「住宅資金融資あっせん制度」は平成 16 年度、「民賃住宅利子補給制度」は平成 10

年度をもってそれぞれ新規利用の募集を終了しました。 

実績 

住宅資金融資あっせん（昭和 55 年度～平成 23 年度） 

利子補給額：1,008,567 千円（84 件） 

民賃住宅利子補給制度（平成 7 年度～平成 23 年度） 

利子補給額：1,305,070 千円（12 件） 
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 ７ マンション管理組合支援  

 

マンションの良好な管理や大規模修繕・建替えの実施のために、(財)まちみらい千代田によりマンシ

ョン管理組合等への支援を行っています。 

 

７－１ マンション計画修繕調査費助成制度 

将来予測される大規模な修繕に計画的に取り組む目的で、建物及び設備について調査を実

施する場合に、調査費の一部を助成します。 

 

※助成対象項目は、マンションの共用部分で建物の外壁・防水・鉄部塗装・給排水設備・電

気設備など。 

助成内容（助成上限額など） 実績 

助成対象項目に関わる調査費（消費税を除いた額）

の 2 分の 1（限度額 50 万円） 

事業開始（平成 15 年度）～平成 23 年度 

助成件数：45 件 

助成額：15,855 千円 

 

 

７－２ マンション修繕工事の債務保証料助成制度 

 マンション管理組合が共用部分の修繕工事を実施する際に、住宅金融支援機構の融資を受

け、(財)マンション管理センターに債務保証を委託する場合に、その債務保証料の一部を助成

します。 

助成内容（助成上限額など） 実績 

上限額 50 万円（補助率は住民登録率により決定） 

住民登録率 70%以上：補助率 100% 

住民登録率 60%以上～70%未満：補助率 80% 

住民登録率 50%以上～60%未満：補助率 60% 

住民登録率 50%未満：補助率 50% 

事業開始（平成 20 年度）～平成 23 年度 

助成件数：4 件 

助成額：974 千円 

 



 

 99 

 
 

 
 

第 

４ 

章 

 

７－３ マンション建替え等検討調査費助成制度 

 築 30 年以上経過したマンションの区分所有者が、当該マンションの建替え又は大規模改修

を検討する場合に、調査等に要する経費の一部を助成します。 

助成内容（助成上限額など） 実績 

助成対象経費に関わる調査費（消費税を除いた額）

の 3 分の 1 

（限度額：3 年間で総額 100 万円） 

[参考] 平成 23 年度 

助成件数：3 件 

助成額：803 千円 

 

 

７－４ 再開発・共同建築等推進組織に対する助成制度 

 再開発組合・建替え組合・その他マンション単棟の建替えを目的として活動する管理組合

及び建替え組合に対し、その活動に要する費用の一部を助成します。 

助成内容（助成上限額など） 実績 

共同建築等を行う組織 限度額 50 万円 

マンションの建替えを行う組織 限度額 30 万円 

※ 助成期間は最長 3 年間 

事業開始（平成 15 年度）～平成 23 年度 

助成件数：16 件 

助成額：6,673 千円 

 

 

７－５ まちづくりアドバイザー派遣制度 

 区内における自主的かつ継続的なまちづくり活動（既設建物の保全・活用、共同建替え、

再開発、マンション建替え・維持管理等）に対して、専門家を派遣してアドバイスを行いま

す。 

助成等の内容（助成上限額など） 実績 

派遣費用は無料 

年度内 6 回（1 回 2 時間まで） 

同一事業最長 3 年間 

事業開始（平成 17 年度）～平成 23 年度 

派遣件数：30 件 
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用語解説 

○住宅等に関する用語の定義 

 本住宅白書では、総務省が実施している住宅・土地統計調査における定義（家族類型については国勢

調査における定義）を基に、住宅に関する用語を次のように定義します。 

 

（１）住宅 

一戸建の住宅やアパートのように完全に区画された建物の一部で、一つの世帯が独立して家庭生活を

営むことができるように建築又は改造されたもの。 

 ここで、「完全に区画された」とは、コンクリート壁や板壁などの固定的な仕切りで、同じ建物の他

の部分と完全に遮断されている状態をいう。 

 また、「一つの世帯が独立して家庭生活を営むことができる」とは、①一つ以上の居住室がある、②

専用の炊事用流し（台所）がある、③専用のトイレがある、④専用の出入口がある、という四つの設備

要件を満たしていることをいう。 

したがって、上記の要件を満たしていれば、ふだん人が居住していなくても、ここでいう「住宅」と

なる。 

 

（２）居住世帯のない住宅 

 ふだん人が居住していない住宅は「居住世帯のない住宅」とし、「一時現在者のみの住宅」と「空き

家」に区分される。 

  

①一時現在者のみの住宅 

 昼間だけ使用している、何人かの人が交代で寝泊まりしているなど、そこにふだん居住している者が

一人もいない住宅。 

 

②空き家 

 別荘、二次的住宅、賃貸用の住宅で入居者がまだないもの、売却用の住宅で入居者がいないもの、そ

の他の住宅に区分される。 

◆二次的住宅 

・別荘：週末や休暇時に避暑・避寒・保養などの目的で使用される住宅で、ふだんは人が住んでいな

い住宅。 

・その他：ふだん住んでいる住宅とは別に、残業で遅くなったときに寝泊まりするなど、たまに寝

泊まりしている人がいる住宅。 

◆賃貸用の住宅 

新築・中古を問わず、賃貸のために空き家になっている住宅。 

◆売却用の住宅 

新築・中古を問わず、売却のために空き家になっている住宅。 



 

 101 

 
 

 
 

第 

４ 

章 

◆その他の住宅 

上記以外の人が住んでいない住宅で、例えば、転勤・入院などのため居住世帯が長期にわたって不

在の住宅や建て替えなどのために取り壊すことになっている住宅など。空き家の区分の判断が困難

な住宅を含む。 

 

③建築中の住宅 

住宅として建築中のもので、棟上げは終わっているが、戸締まりができるまでにはなっていないも

の（鉄筋コンクリートの場合は、外壁が出来上がったもの）。 

 ※なお、戸締まりができる程度になっている場合は、内装が完了していなくても、「空き家」とする。 

 ※また、建築中の住宅でも、ふだん人が居住している場合には、建築中とはせずに人が居住する一般

の住宅とする。 

 

（３）住宅以外で人が居住する建物  

 住宅以外の建物でも、ふだん人が居住していれば住宅・土地統計調査の対象としており、住宅以外の

建物には次のものが含まれる。 

◆会社等の寮・寄宿舎 

会社・官公庁・団体の独身寮などのように、生計をともにしない単身の従業員をまとめて居住させ

る建物。 

◆学校等の寮・寄宿舎 

学校の寄宿舎などのように、生計をともにしない単身の学生・生徒をまとめて居住させる建物。 

◆旅館・宿泊所 

旅館や宿泊所・保養所などのように、旅行者など一時滞在者の宿泊のための建物。 

◆その他の建物 

下宿屋、社会施設・病院・工場・作業場・事務所などや建設従業者宿舎のように臨時応急的に建て

られた建物で、住宅に改造されていない建物。 

 

※なお、この調査で、「人が居住している」、「居住している世帯」などという場合の「居住している」

とは、ふだん住んでいるということで、調査日現在当該住居に既に 3 か月以上にわたって住んでい

るか、あるいは調査日の前後を通じて 3か月以上にわたって住むことになっている場合をいう。 

 

（４）住宅の種類 

 住宅は、その用途により、専用住宅と店舗その他の併用住宅に区分される。 

◆専用住宅  

居住の目的だけに建てられた住宅で、店舗、作業場、事務所など業務に使用するために設備された

部分がない住宅。 

◆店舗その他の併用住宅 

商店、飲食店、理髪店、医院などの業務に使用するために設備された部分と居住の用に供せられる

部分とが結合している住宅や農業、林業、狩猟業、漁業又は水産養殖業の業務に使用するために設

備された土間、作業場、納屋などの部分と居住の用に供せられる部分とが結合している住宅。 
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（５）住宅の建て方 

 住宅の建て方は、一戸建、長屋建、共同住宅、その他に区分される。 

◆一戸建 

一つの建物が一住宅であるもの。 

◆長屋建 

二つ以上の住宅を一棟に建て連ねたもので、各住宅が壁を共通にし、それぞれ別々に外部への出入

口をもっているもの。いわゆる「テラスハウス」と呼ばれる住宅もここに含まれる。 

◆共同住宅 

一棟の中に二つ以上の住宅があり、廊下・階段などを共用しているものや二つ以上の住宅を重ねて

建てたもの。階下が商店で、2階以上に二つ以上の住宅がある場合も「共同住宅」とされる。 

◆その他 

上記のどれにも当てはまらないもので、例えば、工場や事務所などの一部が住宅となっているよう

な場合。 

 

（６）建物の階数  

建物全体の地上部分の階数。地階は含めない。なお、中 2階や屋根裏部屋は階数に含めない。 

 

（７）建物の構造  

建物の構造は、木造、防火木造、鉄骨・鉄筋コンクリート造、鉄骨造、その他に区分される。 

※なお、二つ以上の構造から成る場合は、床面積の広い方の構造による。 

◆木造（防火木造を除く） 

建物の主な構造部分のうち、柱・はりなどの骨組みが木造のもの。ただし、「防火木造」に該当する

ものは含めない。 

◆防火木造  

柱・はりなどの骨組みが木造で、屋根や外壁など延焼のおそれのある部分がモルタル、サイディン

グボード、トタンなどの防火性能を有する材料でできているもの。 

◆鉄骨・鉄筋コンクリート造  

建物の骨組みが鉄筋コンクリート造、鉄骨コンクリート造又は鉄筋・鉄骨コンクリート造のもの。 

◆鉄骨造  

建物の骨組みが鉄骨造（柱・はりが鉄骨のもの）のもの 。 

◆その他  

上記以外のもの。例えば、ブロック造、レンガ造などのものが含まれる。 

 

（８）建築の時期  

人が居住する住宅の建築の時期。住宅の建築後、建て増しや改修をした場合でも、初めに建てた時期

を建築の時期とする。ただし、建て増しや改修をした部分の面積が、建て増しや改修後の住宅の延べ面

積の半分以上であれば、建て増しや改修をした時期を建築の時期とする。 
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（９）住宅の所有の関係  

 人が居住する住宅について、所有の関係は、持ち家、公営の借家、都市再生機構・公社の借家、民営

借家、給与住宅に区分される。 

◆持ち家 

そこに居住している世帯が全部又は一部を所有している住宅。最近建築、購入又は相続した住宅で、

登記がまだ済んでいない場合やローンなどの支払が完了していない場合も「持ち家」とする。また、

親の名義の住宅に住んでいる場合も「持ち家」とする。 

◆公営の借家 

都道府県、市区町村が所有又は管理する賃貸住宅で、「給与住宅」でないもの。いわゆる「都営住宅」、

「区営住宅」などと呼ばれているものがこれに当たる。 

◆都市再生機構（旧公団）・公社の借家 

「都市再生機構（旧公団）」や都道府県・市区町村の「住宅供給公社」・「住宅協会」・「開発公社」な

どが所有・管理する賃貸住宅で、「給与住宅」でないもの。いわゆる「UR賃貸住宅」、「公社住宅」な

どと呼ばれているものがこれに当たる。なお、雇用・能力開発機構の雇用促進住宅もここに含める。 

◆民営借家 

国・都道府県・市区町村・都市再生機構（旧公団）・公社以外のものが所有又は管理している賃貸住

宅で、「給与住宅」でないもの  

◆給与住宅 

社宅、公務員住宅などのように、会社、団体、官公庁などが所有又は管理して、その職員を職務の

都合上又は給与の一部として居住させている住宅。会社又は雇主が借りている一般の住宅に、その

従業員が住んでいる場合を含む。この場合、家賃の支払の有無を問わない。 

 

（10）高齢者等のための設備 

高齢者等のための設備・構造は次のとおり区分される。 

 ◆手すりがある 

高齢者などが住宅内でバランスを崩して転倒したりしないよう安全に生活するために手すりが設置

されている場合。 

◆またぎやすい高さの浴槽 

   浴槽のまたぎ込みの高さ（洗い場から浴槽の縁までの高さ）が高齢者や身体障害者などに配慮され

ている場合。なお，高齢者の場合は，約 30～50センチメートルをまたぎやすい高さとした。  

◆廊下などが車いすで通行可能な幅 

   廊下や部屋の入口の幅が約 80センチメートル以上ある場合  

◆段差のない屋内 

   高齢者などが屋内で段差につまずいて転倒したりしないよう設計されている場合。なお，玄関の“上

がりかまち”や階段は，ここでいう段差に含めない。  

◆道路から玄関まで車いすで通行可能 

  敷地に接している道路から玄関口までに，高低差や障害物などがなく，車いすで介助を必要とせず

通れる場合。なお，高低差等がある場合でも，ゆるやかな傾斜路（スロープ）などが設置され，車

いすで通れる場合はここに含めた。  
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（11）家族類型 

家族類型は、若年・中年単身世帯、若年・中年夫婦のみ世帯、ファミリー世帯、高齢者単身・夫婦の

み世帯、その他に区分される。 

◆若年・中年単身世帯 

高齢単身世帯（65歳以上の人一人のみの一般世帯）を除く単独世帯（世帯人員が一人の世帯）。 

◆若年・中年夫婦のみ世帯 

高齢夫婦世帯（夫 65歳以上、妻 60歳以上の夫婦 1組のみの一般世帯）を除く夫婦のみの世帯。 

◆ファミリー世帯 

夫婦と子供から成る世帯および 3世代世帯。 

※「3 世代世帯」とは、世帯主との続き柄が、祖父母、世帯主の父母（又は世帯主の配偶者の父母）、

世帯主（又は世帯主の配偶者）、子（又は子の配偶者）及び孫の直系世代のうち、三つ以上の世代が

同居していることが判定可能な世帯をいい、それ以外の世帯員がいるか否かは問わない。したがっ

て、4世代以上が住んでいる場合も含む。また、世帯主の父母、世帯主、孫のように、子（中間の世

代）がいない場合も含む。一方、叔父、世帯主、子のように、傍系となる 3世代世帯は含まない。 

※平成 7年国勢調査の 3世代世帯については、定義が異なるため、「夫婦、子供と両親から成る世帯」・

「夫婦、子供と片親から成る世帯」・「夫婦、子供、親と他の親族から成る世帯」を 3 世代世帯とし

て算出した。 

◆高齢者単身・夫婦のみ世帯 

高齢単身世帯（65 歳以上の人一人のみの一般世帯）および高齢夫婦世帯（夫 65 歳以上、妻 60 歳以上

の夫婦 1組のみの一般世帯）。 

◆その他 

上記以外の世帯。 
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○用語の解説 

［P7］ 

人口動態 

自然動態と社会動態を合わせた人口の動き。人口増加数＝自然増加数＋社会増加数 

 

自然動態 

一定期間における出生・死亡に伴う人口の動き。自然増加数＝出生数－死亡数 

 

社会動態 

一定期間における転入・転出に伴う人口の動き。社会増加数＝転入数－転出数 

 

［P18］ 

区立住宅 

 人口減少に歯止めをかける目的で、昭和 40 年代に区独自の施策として供給した住宅。 

 

区営住宅 

 公営住宅法に基づき、区が住宅に困窮する低所得者に対して低廉な家賃で賃貸する住宅。 

 

区営高齢者住宅 

入居対象を高齢者に限定した区営住宅で、バリアフリーや緊急通報システム・生活協力員など高齢者

向けの仕様・設備を備えているもの。 

 

区民住宅 

 区が中堅所得世帯に対して所得に応じた家賃負担で賃貸する住宅。 

 

借上型区民住宅  

主に民間事業者が建設した住宅を財団法人まちみらい千代田が 20 年間借り上げ、中堅所得世帯に対

して所得に応じた家賃負担で居住できる住宅として提供するもの。 

 

［P21］ 

コーポラティブハウス 

 複数の住まい手が建築の専門家とともに共同で住宅の計画をし、各住まい手のニーズに沿ったオリジ

ナルの共同住宅を建てて住むことができる住まい方。 

 

コレクティブハウス 

 トイレ・浴室・キッチンが付いた各々の住戸の他に、住まいの延長として食堂・共用室などの共有ス

ペースを持ち、日常生活の一部を共有しコミュニティを育む住まい方。 

 



 

 106 

 
 

 
 

第 

４ 

章 

 

シェアハウス 

 各々の個室以外のトイレ・浴室・キッチなどを共有し、日常生活の一部を共有しながら、比較的安く

住むことができる住まい方。 

 

ＳＯＨＯ 

 自宅を小規模な仕事場とし、通勤せずに自宅で住みながら働くことができる住まい方。 

 

マルチハビテーション 

 平日は職場に近い都心に住み、週末は自然環境に恵まれた郊外に住むなど、複数の地域に住宅を持ち

行き来しながら住む住まい方。 

 

定期借家制度 

 入居の期限を一定期間に定めることにより、良質な住宅に比較的安く住むことができる住まい方。 

 

［P25］ 

住生活基本計画（全国計画） 

住生活基本法に基づき国が定める、国民の住生活の安定の確保及び向上の促進に関する基本的な計画。 

 

最低居住面積水準 

国の住生活基本計画に基づく、世帯人数に応じて、健康で文化的な住生活を営む基礎として必要不可

欠な住宅の面積に関する水準。 

 

誘導居住面積水準 

国の住生活基本計画に基づく、世帯人数に応じて、豊かな住生活の実現の前提として多様なライフス

タイルに対応するために必要と考えられる住宅の面積の水準。 

 

［P31］ 

新耐震設計基準、旧耐震設計基準 

昭和 56 年 6 月 1 日の建築基準法改正までに着工された建物の耐震基準のことを旧耐震設計基準（旧

耐震）、昭和 56 年 6 月１日以降に着工された建物の耐震基準のことを新耐震設計基準（新耐震）と呼ぶ。 

住宅・土地統計調査では、昭和 55 年以前と昭和 56 年以降とに区分されているため、本白書では、便

宜上、建築時期が昭和 55 年以前の住宅を旧耐震設計基準、昭和 56 年以降の住宅を新耐震設計基準とし

ている。 

 

［P32］ 

高齢者等のための設備のうち基礎的な 3 項目 

「高齢者等のための設備」のうち「手すり」「廊下などが車いすで通行可能な幅」「段差のない屋内」

を基礎的な 3 項目としている。 
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［P36］ 

マンション再生支援調査 

 平成 20 年度に、区内に立地する 3 階建て以上の非木造の分譲マンション及び賃貸マンションを対象

として、マンションの基礎データや管理実態、大規模修繕工事・建替えへの取り組み状況などについて、

財団法人まちみらい千代田が調査したもの。 

 

［P40］ 

公示地価 

 都市およびその周辺地域に標準地を選定し、その正常な価格を公示することにより、一般の土地の取

引価格に対して指標を与え、適正な地価の形成に寄与することを目的として、国土交通省が毎年１回公

示する標準値の価格。 

 

［P61］ 

住宅付置制度 

定住人口確保のための良質な住宅の供給と良好な住環境の整備を図るため、千代田区内で一定規模以

上の敷地で建築物を建設する場合や、一定規模以上の建物を建設する場合に、その規模に応じて住宅を

建設するよう定めた制度。 

 

都心共同住宅供給事業 

東京都の事業認定を受け、地区面積 500 ㎡以上・敷地面積 300 ㎡以上の土地に規定以上の空地と住宅

等をもつ良質な中高層の建築物を整備する事業。一定のオープンスペースと住宅をもった建築物を建築

する場合に、その事業費の一部を補助することにより、市街地環境の整備・改善と併せて、良好な住宅

の供給促進を図っている。 

 

［P63］ 

高齢者向け優良賃貸住宅 

バリアフリーや緊急時対応サービスなど、高齢者が安心して居住できる仕様・設備を備えた民間賃貸

住宅。都道府県知事の認定を受けた高齢者向け優良賃貸住宅には、整備費用の補助や家賃減額に対する

補助など、各種の助成が行われる。 

 

建築物共同化住宅整備促進事業助成 

都心共同住宅供給事業に該当しない比較的小規模な敷地において、空地と住宅をもった建築物を建築

する場合に、その事業費の一部を助成するもの。これにより、市街地環境の整備と良好な住宅の供給を

図り、居住継続及び人口回復を図っている。 

 

市街地再開発事業 

都市再開発法に基づき、市街地内の老朽木造建築物が密集している地区等において、細分化された敷

地の統合、不燃化された共同建築物の建築、公園、広場、街路等の公共施設の整備等を行うことにより、

都市における土地の合理的かつ健全な高度利用と都市機能の更新を図る事業。 
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［P66］ 

サービス付き高齢者向け住宅 

 高齢者の居住の安定を確保することを目的として、バリアフリー構造等を有し、介護・医療と連携し

高齢者を支援するサービスを提供する住宅。 

 

住宅性能表示制度 

「住宅の品質確保の促進等に関する法律」に基づき、構造耐力、遮音性、省エネルギー性など住宅性

能を表示するための共通ルール（表示方法、評価方法の基準）を定め、消費者による住宅の性能の相互

比較を可能にする任意の表示制度。 

 

特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律 

住宅の品質確保の促進等に関する法律の規定により建設業者及び宅地建物取引業者が負う新築住宅

に係る瑕疵担保責任の履行の確保等を図るため、建設業者による住宅建設瑕疵担保保証金の供託、宅地

建物取引業者による住宅販売瑕疵担保保証金の供託、住宅に係る瑕疵担保責任の履行によって生ずる損

害をてん補する一定の保険の引受けを行う住宅瑕疵担保責任保険法人の指定等について定める法律。 

 

［P67］ 

住宅エコポイント 

地球温暖化対策の推進及び経済の活性化を図ることを目的として、エコ住宅を新築した者やエコリフ

ォームをした者に対して一定のポイントを発行し、これを使って様々な商品との交換や追加工事の費用

に充当することができる制度。 

 

新たな公 新しい公共 

 地域における住民、NPO、企業等の多様な主体が協働し、従来の公の領域に加え、公共的価値を含む

“私”の領域や、“公”と“私”との中間的な領域にその活動を拡げ、地域住民の生活を支え、地域活

力を維持する機能を果たすこと。 

 

長期優良住宅普及促進事業  

 地域の中小住宅生産者により供給される木造住宅（一定の長期優良住宅）への助成を行い、住宅供給

の担い手である中小住宅生産者による長期優良住宅への取組を促進する事業。 

 

マンション等安心居住推進事業 

 マンションの維持管理、再生について必要なノウハウの蓄積等を図り、良質な分譲マンションのスト

ックの形成を促進するため、ソフト面やハード面のあり方を見直すマンション管理組合等を対象に支援

を行う事業。 

 

住宅・建築関連先導技術開発助成事業 

環境問題等の住宅政策上緊急に対応すべき政策課題について、先導的技術の導入により効果的に対応

するため、先導的技術の開発とその技術を用いた住宅等の供給の促進を目的に、技術開発を行う民間事

業者等に対して国が支援を行う制度。 



 

 109 

 
 

 
 

第 

４ 

章 

 

住宅履歴情報 

 円滑な住宅流通や計画的な維持管理、災害や事故の際の迅速な対応等を可能とするため、住宅の設計、

施工、維持管理、権利及び資産等に関する情報を蓄積・活用するもの。 

 

［P68］ 

密集市街地 

 老朽化した木造の建築物が密集しており、かつ、充分な公共施設（道路・公園等）が整備されていな

いことから、火事や地震が発生した場合の延焼防止や避難のために必要な機能が確保されていない市街

地。 

 

ユニバーサルデザイン 

 年齢、性別、国籍、個人の能力等にかかわらず、初めからできるだけ多くの人が利用可能なように、

利用者本位、人間本位の考え方にたって、快適な環境となるようデザインすること。 

 

景観計画 

 景観法に基づく景観行政団体が、景観の保全や創出のために、建物の形態意匠や壁面の位置、色彩な

どについて定める計画。 

 

景観協定 

 景観計画区域内において、土地所有者等が全員の合意のもと、当該土地の区域における良好な景観の

形成に関して締結する協定。 

 

［P69］ 

瑕疵担保保険 

 住宅瑕疵担保履行法に基づき、新築住宅について引渡し後 10 年以内に瑕疵があった場合に、その補

修を行った事業者に対して保険金が支払われる制度。 

 

長期優良住宅 

「長期優良住宅の普及の促進に関する法律」に規定する、長期にわたり良好な状態で使用するための

措置がその構造及び設備について講じられた優良な住宅。長期優良住宅の建築・維持保全をする際に、

当該住宅の建築及び維持保全に関する計画（長期優良住宅建築等計画）を作成し、所管行政庁へ認定申

請をすることができる。 

 

［P72］ 

住宅セーフティネット法 

住生活基本法の基本理念に基づき、住宅の確保に特に配慮を要する者（低額所得者、被災者、高齢者、

障害者、子どもを育成する家庭など）について、居住の安定の確保を図るため、賃貸住宅の供給の促進

に関する施策の基本となる事項等を定め、国民生活の安定向上と社会福祉の増進に寄与することを目的

とした法律。（平成 19 年 7 月） 
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［P73］ 

地球温暖化対策条例 

地球温暖化の防止に関し、区民をはじめ、千代田区にかかわるすべての人々が、将来にわたりより健

康で快適な生活をおくるとともに、地球全体の環境保全に貢献することを目的として、①地球温暖化対

策の基本となる考え方、②区や区民、事業者の責務、③地球温暖化対策の総合的かつ計画的な推進につ

いて定めた条例。 

 

環境モデル都市 

地球温暖化対策に取り組む先進的な都市を国が選定し支援するもの。 

 

ヒートアイランド 

都市の気温が郊外よりも高くなる現象。
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データ集 

○年代別定住意向 

 

 

○地域特性に関するデータ 

■各出張所と管轄地域 

 

 

 出張所名 管轄町丁名 

麹
町
地
域 

麹町 

丸の内一～三丁目、大手町一丁目１番～３番および５番～９番(３番４号気象庁を除く)・

二丁目、内幸町一～二丁目、有楽町一～二丁目、霞が関一～三丁目、永田町一～二丁目、

隼町、平河町一～二丁目、麹町一～六丁目、紀尾井町、一番町～六番町、九段南二丁目(１

番４号～35 号)、皇居外苑、日比谷公園 

富士見 

千代田、北の丸公園、一ツ橋一丁目、大手町一丁目３番４号気象庁および４番、九段南

一丁目・二丁目(１番４号～35 号を除く)・三～四丁目、九段北一～四丁目、富士見一～

二丁目、飯田橋一～四丁目 

神
田
地
域 

神保町 
一ツ橋二丁目、神田神保町一～三丁目、三崎町一～三丁目、西神田一～三丁目、猿楽町

一～二丁目、神田駿河台一丁目奇数番地・二丁目奇数番地 

神田公園 
神田錦町一～三丁目、神田小川町一～三丁目、神田美土代町、内神田一～三丁目、神田

司町二丁目、神田多町二丁目、神田鍛冶町三丁目 

万世橋 
神田駿河台一丁目偶数番地・二丁目偶数番地・三～四丁目、神田淡路町一～二丁目、神

田須田町一丁目、外神田一～六丁目 

和泉橋 

鍛冶町一～二丁目、神田紺屋町、神田北乗物町、神田富山町、神田美倉町、岩本町一～

三丁目、神田西福田町、神田須田町二丁目、神田東松下町、神田東紺屋町、神田岩本町、

東神田一～三丁目、神田和泉町、神田佐久間町一～四丁目、神田平河町、神田松永町、

神田花岡町、神田佐久間河岸、神田練塀町、神田相生町 

 

5.5%

16.7%

22.7%

43.2%

59.3%

70.7%

76.6%

65.8%

68.5%

63.2%

45.3%

30.6%

27.2%

17.2%

8.2%

1.8%

2.5%

4.3%

0.0%

0.0%

0.0%

8.2%

1.8%

1.2%

0.7%

0.0%

0.0%

0.0%

12.3%

7.1%

8.6%

5.0%

10.2%

3.9%

3.9%

0.0%

4.2%

1.8%

1.4%

0.0%

2.3%

2.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60～64歳

65～69歳

70歳以上

定住するつもり 当分はここに住むつもり
近いうちに区外に

転出するつもり

1年以内に区外に

転出するつもり
わからない 無回答

資料：平成 24 年千代田区民世論調査 
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資料：平成 20 年住宅・土地統計調査 特別集計（不詳を除く） 

若年・中年
単身世帯

若年・中年
夫婦のみ世帯

ファミリー世帯
高齢者

単身・夫婦のみ世帯
その他 合計

麹町 1,397 749 2,291 1,073 913 6,423

富士見 3,156 386 900 565 356 5,363

神保町 996 236 473 443 266 2,414

神田公園 1,357 118 297 343 253 2,368

万世橋 881 173 539 483 164 2,240

和泉橋 1,979 383 676 542 304 3,884

合計 9,766 2,045 5,176 3,449 2,256 22,692

麹町 21.7% 11.7% 35.7% 16.7% 14.2% 100.0%

富士見 58.8% 7.2% 16.8% 10.5% 6.6% 100.0%

神保町 41.3% 9.8% 19.6% 18.4% 11.0% 100.0%

神田公園 57.3% 5.0% 12.5% 14.5% 10.7% 100.0%

万世橋 39.3% 7.7% 24.1% 21.6% 7.3% 100.0%

和泉橋 51.0% 9.9% 17.4% 14.0% 7.8% 100.0%

合計 43.0% 9.0% 22.8% 15.2% 9.9% 100.0%

世
帯

数
（

世
帯
）

割
合
（

％
）

■家族類型別世帯数（出張所別） 

資料：平成 20 年住宅・土地統計調査 特別集計（不詳を除く） 

■所有関係別専用住宅数（出張所別） 

公営 ＵＲ・公社 民営 給与住宅

麹町 2,677 3,166 268 73 1,683 1,142 5,843

富士見 1,440 2,974 184 118 1,369 1,304 4,414

神保町 831 1,264 346 0 714 204 2,095

神田公園 231 1,038 108 0 889 41 1,269

万世橋 951 720 0 85 578 58 1,671

和泉橋 1,246 1,660 113 0 1,411 136 2,906

合計 7,376 10,822 1,019 276 6,644 2,885 18,198

麹町 45.8% 54.2% 4.6% 1.2% 28.8% 19.5% 100.0%

富士見 32.6% 67.4% 4.2% 2.7% 31.0% 29.5% 100.0%

神保町 39.7% 60.3% 16.5% 0.0% 34.1% 9.7% 100.0%

神田公園 18.2% 81.8% 8.5% 0.0% 70.1% 3.2% 100.0%

万世橋 56.9% 43.1% 0.0% 5.1% 34.6% 3.5% 100.0%

和泉橋 42.9% 57.1% 3.9% 0.0% 48.6% 4.7% 100.0%

合計 40.5% 59.5% 5.6% 1.5% 36.5% 15.9% 100.0%

戸
数
（

戸
）

割

合
（

％
）

持ち家 借家(計) 合計
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資料：平成 20 年住宅・土地統計調査 特別集計 

■建築時期別専用住宅数（出張所別） 

昭和45年以前 昭和46～55年 昭和56年以降 不詳 合計

麹町 503 1,419 3,752 535 6,209

富士見 318 1,215 2,110 1,495 5,138

神保町 105 178 1,774 178 2,235

神田公園 47 29 1,056 726 1,858

万世橋 289 63 1,256 333 1,941

和泉橋 135 400 2,287 395 3,217

合計 1,397 3,304 12,235 3,662 20,598

麹町 8.1% 22.9% 60.4% 8.6% 100.0%

富士見 6.2% 23.6% 41.1% 29.1% 100.0%

神保町 4.7% 8.0% 79.4% 8.0% 100.0%

神田公園 2.5% 1.6% 56.8% 39.1% 100.0%

万世橋 14.9% 3.2% 64.7% 17.2% 100.0%

和泉橋 4.2% 12.4% 71.1% 12.3% 100.0%

合計 6.8% 16.0% 59.4% 17.8% 100.0%

戸
数
（

戸
）

割
合
（

％
）

資料：平成 20 年住宅・土地統計調査 特別集計（不詳を除く） 

■住宅の延べ面積の状況（出張所別） 

19㎡以下 20～29㎡ 30～39㎡ 40～49㎡ 50～59㎡ 60～69㎡ 70㎡以上 合計

麹町 92 358 242 667 633 912 2,940 5,844

富士見 1,214 858 335 336 407 393 872 4,415

神保町 212 273 151 300 309 338 512 2,095

神田公園 145 475 31 279 132 13 195 1,270

万世橋 31 181 293 157 111 189 709 1,671

和泉橋 83 679 630 339 337 186 652 2,906

合計 1,777 2,824 1,682 2,078 1,929 2,031 5,880 18,201

麹町 1.6% 6.1% 4.1% 11.4% 10.8% 15.6% 50.3% 100.0%

富士見 27.5% 19.4% 7.6% 7.6% 9.2% 8.9% 19.8% 100.0%

神保町 10.1% 13.0% 7.2% 14.3% 14.7% 16.1% 24.4% 100.0%

神田公園 11.4% 37.4% 2.4% 22.0% 10.4% 1.0% 15.4% 100.0%

万世橋 1.9% 10.8% 17.5% 9.4% 6.6% 11.3% 42.4% 100.0%

和泉橋 2.9% 23.4% 21.7% 11.7% 11.6% 6.4% 22.4% 100.0%

合計 9.8% 15.5% 9.2% 11.4% 10.6% 11.2% 32.3% 100.0%

戸
数
（

戸
）

割
合
（

％
）
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○千代田区民世論調査の概要 

調査年度 調査方法 標本数 回答数 調査対象 

平成 15 年度 郵送配布・郵送回収法 2,000 824 

千代田区在住の 

満 20 歳以上の男女 

平成 16 年度 

郵送配布・訪問回収法 1,000 

771 

平成 17 年度 765 

平成 18 年度 707 

平成 19 年度 

郵送配布・郵送回収法 2,000 

824 

平成 20 年度 954 

平成 21 年度 1,031 

平成 22 年度 975 

平成 23 年度 892 

平成 24 年度 893 

 

 

○アンケート調査の概要 

◇区民アンケート調査 

対象 千代田区在住の 20 代～60 代のモニター登録者 

配布数 1,089 人  ※千代田区在住のモニター登録者数 

回収数 240 票 

方法 インターネットアンケート 

時期 平成 24 年 10 月 11 日～24 日 

 

◇区外居住者アンケート調査 

対象 
千代田区に通勤・通学している 20 代～60 代の区外居住者 

（東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県在住） 

配布数 5,000 人 

回収数 300 票 

方法 インターネットアンケート 

時期 平成 24 年 10 月 11 日～12 日 
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◇区民アンケート調査 

年代別回答者数       世帯構成別回答者数 

 

 

 

 

 

 

 

◇区外居住者アンケート調査 

年代別回答者数       世帯構成別回答者数 

 

年代 人数 割合 

20 代 31 12.9% 

30 代 84 35.0% 

40 代 72 30.0% 

50 代 37 15.4% 

60 代 16 6.7% 

総計 240 100.0% 

 

 

世帯構成 人数 割合 

単身（65 歳未満） 81 33.8% 

単身（65 歳以上） 1 0.4% 

夫婦のみ（夫婦とも 65 歳未満） 53 22.1% 

夫婦のみ（夫婦とも又はいずれか一方が 65 歳以上） 2 0.8% 

夫婦と子ども（末子が 6 歳未満） 22 9.2% 

夫婦と子ども（末子が 6 歳以上 18 歳未満） 23 9.6% 

夫婦と子ども（末子が 18 歳以上） 13 5.4% 

親と夫婦と子ども（夫婦と末子が 18 歳未満及び親が 65 歳以上） 5 2.1% 

その他 40 16.7% 

総計 240 100.0% 

 

年代 人数 割合 

20 代 60 20.0% 

30 代 60 20.0% 

40 代 60 20.0% 

50 代 60 20.0% 

60 代 60 20.0% 

総計 300 100.0% 

 

世帯構成 人数 割合 

単身（65 歳未満） 82 27.3% 

単身（65 歳以上） 1 0.3% 

夫婦のみ（夫婦とも 65 歳未満） 47 15.7% 

夫婦のみ（夫婦とも又はいずれか一方が 65 歳以上） 1 0.3% 

夫婦と子ども（末子が 6 歳未満） 31 10.3% 

夫婦と子ども（末子が 6 歳以上 18 歳未満） 27 9.0% 

夫婦と子ども（末子が 18 歳以上） 77 25.7% 

親と夫婦と子ども（夫婦と末子が 18 歳未満及び親が 65 歳以上） 8 2.7% 

その他 26 8.7% 

総計 300 100.0% 
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◇住宅施策に対する意識（P54） 

回答者 重要である

どちらかとい

えば重要であ
る

どちらともい

えない

どちらかとい

えば重要では
ない

重要ではない

区民 16.7% 38.8% 31.3% 7.9% 5.4%

区外居住者 19.0% 35.7% 35.7% 3.7% 6.0%

区民 16.3% 40.8% 34.2% 5.8% 2.9%

区外居住者 15.7% 43.3% 34.3% 2.3% 4.3%

区民 10.0% 25.0% 47.1% 12.5% 5.4%

区外居住者 10.3% 35.7% 46.3% 3.0% 4.7%

区民 20.8% 40.8% 31.3% 5.4% 1.7%

区外居住者 16.3% 37.3% 33.7% 7.7% 5.0%

区民 24.6% 42.1% 27.5% 4.6% 1.3%

区外居住者 17.0% 31.3% 38.7% 7.7% 5.3%

区民 13.3% 31.3% 42.5% 5.4% 7.5%

区外居住者 8.3% 34.3% 42.3% 8.0% 7.0%

区民 14.6% 38.3% 40.4% 3.8% 2.9%

区外居住者 12.3% 39.7% 38.0% 5.7% 4.3%

区民 14.6% 37.1% 38.8% 7.1% 2.5%

区外居住者 11.3% 35.0% 45.0% 4.0% 4.7%

区民 15.4% 35.8% 41.7% 5.4% 1.7%

区外居住者 9.0% 38.7% 43.0% 5.0% 4.3%

区民 23.8% 40.4% 31.3% 3.3% 1.3%

区外居住者 15.7% 41.7% 38.0% 1.7% 3.0%

区民 19.6% 44.6% 31.3% 2.9% 1.7%

区外居住者 14.7% 44.3% 35.3% 3.7% 2.0%

区民 27.5% 39.2% 28.8% 2.9% 1.7%

区外居住者 18.0% 41.3% 36.0% 2.7% 2.0%

区民 21.3% 47.5% 28.3% 1.7% 1.3%

区外居住者 15.0% 44.3% 35.7% 3.0% 2.0%

マンションの適正な維持管理を推進するととも
に、管理の良好なマンションの普及を図る

所得に応じた負担で居住可能な公的住宅を供給
する

良質な民間住宅の供給・誘導を図る

新しい住まい方に対するニーズへの対応・支援
を行う

高齢者や障害者が安心して住めるような住宅の

供給・助成制度による支援を推進する

子育て世帯が安心して住めるような住宅の供

給・助成制度による支援を推進する

Ｂ

老朽化したマンションの耐震化・建替えを支
援・誘導する

住宅の品質・性能の向上を図る(環境に配慮し
た住宅の普及・推進、環境衛生の向上など)

Ｈ

Ｆ

Ｍ

Ｇ

Ｅ

Ｌ

Ｉ

住宅困窮度に応じたセーフティネット施策を展

開する

住宅のバリアフリー化を推進する

大規模な開発事業において住宅の供給誘導や住

環境の整備を行う

地域コミュニティ形成へのしくみづくりや、マ

ンション居住者と地域住民の交流支援を行う

日常生活用品小売店や、子育て・介護支援など
生活関連機能の確保を進める

Ｋ

Ｊ

Ｃ

Ｄ

Ａ

 

資料：区民・区外居住者アンケート調査（平成 24 年 10 月実施） 

ｎ：区民 240 人・区外居住者 300 人 
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